宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金交付
要綱

　（趣旨）

第１　県は、高年齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るとともに、高年齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とするシルバー人材センター（以下「センター」という。）の育成指導に努めているところであるが、ますます多様化する高年齢者の就業ニーズに適切に対応するため、宮城県高年齢者労働能力活用事業実施要領（昭和６３年4月1日施行。以下「要領」という。）に定める業務を行うセンターに対し、予算の範囲内において宮城県高年齢者労働能力活用事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとする。その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるほか、要領及びこの要綱の定めるところによる。

　（交付対象）　
第２　補助金の交付対象となるセンターは、次の各号に該当するセンターとする。ただし、国の高年齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター事業）の補助対象センターは除くものとする。
（１）要領第２に定めるセンターの設置基準を満たす一般社団法人及び一般財団法人のセンターとする。
（２）設立年度を含め３年度以内に会員１００人以上、会員年間就業延人員５，０００人日以上が見込めるセンターとする。
（補助対象事業等）

第３　補助の対象となる事業及び補助率等は別表１、補助の対象となる経費は別表２に定めるところによる。
２　補助期間は、補助開始年度を含め３年間を限度とする。ただし、会員１００人以上、会員年間就業延人員５，０００人日以上に該当するセンターとなった場合は、その年度限りとする。
　（補助金の交付申請）

第４　規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、別記様式第１号のとおりとし、その提出部数は１部とする。

２　前項の補助金交付申請を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。
（交付の申請の添付書類）

第５　規則第３条第２項の規定による補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

　（１）事業計画書

（２）収支予算書

（３）定款

（４）役員及び会員名簿

　（交付の条件）

第６　規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。

　（１）補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の変更をする場合においては、別記様式第２号により知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更にあっては、この限りでない。

　（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第３号により知事の承認を受けること。

　（３）補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。

　（補助金の交付決定）

第７　知事は、規則第３条の規定による補助金の交付申請を受けたときは、当該内容を審査し適当と認めたときは交付の決定を行い、補助事業者に通知するものとする。
　（補助金の交付方法）

第８　補助金は、規則第１３条に規定する補助金額の確定後に交付するものとする。ただし、補助事業の遂行上必要があると認めるときは、規則第１５条ただし書きの規定により、概算払により交付することができるものとし、その請求書の様式は、別記様式第４号によるものとする。

　（状況報告）

第９　規則第１０条の規定による報告書の様式は、別記様式第５号によるものとし、その提出部数は１部とする。

（実績報告）

第１０　規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第６号によるものとし、その提出部数は１部とする。
２　前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。
（実績報告の添付書類）
第１１　規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

　（１）事業実績報告書

　（２）経費明細書

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１２　補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、別記様式第７号により速やかに知事に報告しなければならない。

２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税仕入れ控除額の全部又は一部の返還を命ずることがある。
（処分の制限を受ける期間）

第１３　規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数に相当する期間とする。

　　　　附　則

１　この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度予算に係る補助金に適用する。

２　この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金が成立した場合に、当該補助金にも適用するものとする。
附　則

１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度予算に係る補助金に適用する。

２　この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金が成立した場合に、当該補助金にも適用するものとする。
附　則

１　この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度予算に係る補助金に適用する。

２　この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金が成立した場合に、当該補助金にも適用するものとする。

別表１

補助対象経費及び補助率等

	対象事業
	対象経費
	補助率等

	就業機会確保事業

就業機会開拓事業


	シルバー人材センターが高年齢者就業機会確保事業等を実施するために必要な別表２に掲げる経費に対して補助を行う。
	１　補助額は、対象経費に２分の１を乗じて得た額。ただし、予算の範囲内とし、１件当たりの限度額は１００万円とする。
２　設立年度が途中である場合は、別記に掲げる設立時期別補助額を限度とする。


（別記）
設立時期別補助額

	設立時期
	１団体当たりの補助額

	４月～６月
	上記で算出した補助額のうち４／４

	7月～９月
	上記で算出した補助額のうち３／４

	１０月～１２月
	上記で算出した補助額のうち２／４

	１月～３月
	上記で算出した補助額のうち１／４


別表２

市町村シルバー人材センター事業費の補助対象経費

	区　　　　分
	補　助　対　象　と　な　る　経　費

	　　　　　　事　　　業　　　費
	人件費
	1 職員俸給、諸手当
2 臨時に雇用する職員の賃金
3 社会保険料のうち事業主負担分
4 その他、職員の健康診断費、退職給与引当金預金、中小企業退職金共済掛金

	
	役職員活動
旅費
	　役職員及び職員が、連絡・会議、研修、調査に必要な就業機会確保事業等を行うための旅費

	
	備品費
	1 事業を行うために必要な机、椅子、電話（架設費等含む。）、応接セット等事務所に必要とする備品類の購入に要する費用
2 事業を行うために必要な自動車、作業衣、作業用品及び保管庫等の購入費（自動車以外の備品については、単価が５０万円未満のものの購入に限る。）

	
	消耗品費
	　事務用消耗品、燃料・油等

	
	印刷製本費
	1 図書、文書、議案、罫紙類、諸帳簿、伝票等印刷製本代
2 就業に関する普及・啓発用ポスター、パンフレット等の印刷製本費（用紙代含む。）

	
	通信運搬費
	1 郵便料、電話料及び電信料
2 事業用の諸物品の荷造費及び運賃費
3 近距離の乗船及び乗車の回数券
4 有料道路の通行券

	
	公租公課
	　自動車重量税

	
	借料、損料
	　事業の運営に必要な駐車場、及び作業施設の借上料

	
	保険料
	1 シルバー損害保険料
2 自動車損害賠償責任保険料
3 その他の損害保険料

	
	会議費
	　事業運営委員会等及び関係行政機関等との諸会議の会議賄費

	
	雑役務費
	1 収入印紙等
2 機械器具及び自動車の修繕費
3 作業適応訓練等に要する経費

	
	諸謝金
	　講師に支払う謝金、謝礼、事務、事業等を委嘱された者等に対する報酬及び謝金

	
	教材費
	　作業・技能訓練用テキスト、材料及び簡単な手工具類の購入費

	
	訓練委託費
	　訓練施設に依頼して行う訓練等に係る委託費及び会員の授業料


様式第１号

　○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）補助金交付申請書
　　　　　　　年　月　日　　　
　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名  称

                                           代表者          　　　　　
○年度において宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）を下記により実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定により、宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金金○，○○○，○○○円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容

　　　宮城県高年齢者労働力能力活用事業実施要領第１を目的とし、宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金交付要綱第３第１項で規定する別表１に掲げる事業を実施する。

２　補助金の算出の基準

　　　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金交付要綱第３第１項で規定する別表1及び別表２を適用

３　添付書類
　　（１）事業計画概要書（様式第１号の２）
　　（２）予定経費内訳書（様式第１号の３）
様式第１号の２①
【総括】宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）計画概要書

	区　　　分
	計　　画　　内　　容
	備　　考

	１　

職員数
	　　　　　　　　　　　　人
	

	２

正　会　員　数
	　　　　　　　　　　　　人
	

	３

受　注　件　数
	　　　　　　　　　　　　件

（うち国・県分　　　　　　　　　　件）

（うち市・町分　　　　　　　　　　件）
	

	４

契　約　金　額
	　　　　　　　　　　　　円

（うち国・県分　　　　　　　　　　円）

（うち市・町分　　　　　　　　　　円）
	

	５

就業実人員
	　　　　　　　　　　　　人
	

	６

就業延人員
	　　　　　　　　　　　　人
	

	７

　補助対象事業

　の計画内容
	
	


　　（注１）　３欄及び４欄の（　）は、それぞれ内数で記入すること。

　　（注２）　補助年度が複数年度にわたる場合は、年度別計画概要書に総括表を

添付すること。

　　　　
様式第１号の２②

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）計画概要書

	区　　　分
	計　　画　　内　　容
	備　　考

	１　

職員数
	　　　　　　　　　　　　人
	

	２

正　会　員　数
	　　　　　　　　　　　　人
	

	３

受　注　件　数
	　　　　　　　　　　　　件

（うち国・県分　　　　　　　　　　件）

（うち市・町分　　　　　　　　　　件）
	

	４

契　約　金　額
	　　　　　　　　　　　　円

（うち国・県分　　　　　　　　　　円）

（うち市・町分　　　　　　　　　　円）
	

	５

就業実人員
	　　　　　　　　　　　　人
	

	６

就業延人員
	　　　　　　　　　　　　人
	

	７

　補助対象事業

　の計画内容
	
	


　　（注１）　３欄及び４欄の（　）は、それぞれ内数で記入すること。

　　（注２）　補助年度が複数年度にわたる場合は、年度別計画概要書に総括表を

添付すること。

　　　　
様式第１号の３①
【総括】宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材
センター事業）予定経費内訳書
	区　　　　　分
	補助事業に要する経費
	
	精　算　内　訳

	
	
	うち
消費税
	

	補助事業に要する経費総額
	円
	円
	円

	補助対象経費　合　計
	
	
	

	　　　　　　事　　　　　業　　　　　費
	合　　計
	
	
	

	
	人 件 費
	計
	
	
	

	
	
	基本給
特別手当
諸手当
社会保険料

	
	
	

	
	就業機会確保事業
	旅費
印刷製本費
会議費

	
	
	

	
	就業機会開拓事業
	旅費
印刷製本費
会議費


	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注１）　補助年度が複数年度にわたる場合は、年度別予定経費内訳書に総括表

を添付すること。
様式第１号の３②

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材
センター事業）予定経費内訳書
	区　　　　　分
	補助事業に要する経費
	
	精　算　内　訳

	
	
	うち
消費税
	

	補助事業に要する経費総額
	円
	円
	円

	補助対象経費　合　計
	
	
	

	　　　　　　事　　　　　業　　　　　費
	合　　計
	
	
	

	
	人 件 費
	計
	
	
	

	
	
	基本給
特別手当
諸手当
社会保険料

	
	
	

	
	就業機会確保事業
	旅費
印刷製本費
会議費


	
	
	

	
	就業機会開拓事業
	旅費
印刷製本費
会議費


	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注１）　補助年度が複数年度にわたる場合は、年度別予定経費内訳書に総括表

を添付すること。

様式第２号

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）計画変更承認申請書

　 年　 月 　日

　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

                                                 名  称

                                                 代表者　　           
○年○月○日付け宮城県（○○）指令第○○号で宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金の交付決定の通知のありました宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）について、事業の内容（経費の配分）を下記のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

　１　変更の理由

　２　変更内容

　３　添付書類

　様式第３号

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）中止（廃止）承認申請書

　  年　 月 　日

　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

                                                 名  称

                                                 代表者　   　        
○年○月○日付け宮城県（○○）指令第○○号で宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金の交付決定の通知のありました宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）について、下記のとおり中止（廃止）したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

　１　中止（廃止）の理由

　２　中止期間

　３　添付書類
　様式第４号

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）補助金概算払請求書

　  年　 月 　日

　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

                                                 名  称

                                                 代表者　   　        
○年○月○日付け宮城県（○○）指令第○○号で交付の決定の通知がありました宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）について、下記のとおり金○，○○○，○○○円を概算払いによって交付されるよう請求します。

記

　１　補助金交付決定額
　２　既受領額
　３　今回請求額
　４　残額
５　概算での交付を求める理由

　６　振込先
　　（１）金融機関・本支店名

　　（２）口座の種類・番号

　　（３）口座名義（ふりがな）

　様式第５号

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー

人材センター事業）状況報告書

　年　月　日

　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名  称

                                           代表者            　　　
○年○月○日付け宮城県（○○）指令第○○号で宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金の交付決定の通知のありました宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）の実施状況について、補助金等交付規則第１０条の規定により、関係書類を添えて報告します。

　（注）関係書類として様式第５号の２を添付すること｡
　様式第５号の２

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）の遂行状況報告書

	区　　　分
	申請時事業計画
	○年○月末現在

	１　

職員数
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	２

正　会　員　数
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	３

受　注　件　数
	　　　　　　　　　　　件

(うち国・県分　　　　　件)

(うち市・町分　　　　　件)
	　　　　　　　　　　　件

(うち国・県分　　　　　件)

(うち市・町分　　　　　件)

	４

契　約　金　額
	　　　　　　　　　　　円

(うち国・県分　　　　　円)

(うち市・町分　　　　　円)
	　　　　　　　　　　　円

(うち国・県分　　　　　円)

(うち市・町分　　　　　円)

	５

就業実人員
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	６

就業延人員
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	７

　補助対象事業

　の遂行状況
	
	


  （注１）  記入時点について、新設初年度の設立時期が第１四半期にあっては、９月末日現在、同第２四半期にあっては１２月末日現在、同第３四半期にあっては１月末日現在とし、２年目以降は９月末日現在とする｡

  （注２）  ３欄及び４欄の（ ）は、それぞれ内数で記入すること｡

　
　様式第６号

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）実績報告書

  　年　 月 　日

　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

                                                 名  称

                                                 代表者　　          
○年○月○日付け宮城県（○○）指令第○○号で宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金の交付決定の通知のありました宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）について、下記のとおり実施したので補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

　１　補助事業の目的及び内容

　　　宮城県高年齢者労働能力活用事業実施要領第１を目的とし、宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金交付要綱第３第１項で規定する別表１に掲げる事業を実施した。

　２　補助金額の算出の基準（交付対象センターに係る分）

　　　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金交付要綱第３第１項で規定する別表１及び別表２を適用

３　添付書類

　（１）事業実績報告書（様式第６号の２）
　（２）経費明細書（様式第６号の３）

　様式第６号の２

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）実績報告書

	区　　　分
	申請時事業計画
	実　　　　　　　績

	１　

職員数
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	２

正　会　員　数
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	３

受　注　件　数
	　　　　　　　　　　　件

(うち国・県分　　　　　件)

(うち市・町分　　　　　件)
	　　　　　　　　　　　件

(うち国・県分　　　　　件)

(うち市・町分　　　　　件)

	４

契　約　金　額
	　　　　　　　　　　　円

(うち国・県分　　　　　円)

(うち市・町分　　　　　円)
	　　　　　　　　　　　円

(うち国・県分　　　　　円)

(うち市・町分　　　　　円)

	５

就業実人員
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	６

就業延人員
	　　　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　　　人

	７

　補助対象事業

　の実施状況
	
	


　　（注１）　３欄及び４欄の（　）は、それぞれ内数で記入すること。
様式第６号の３

○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）経費明細書

	区　　　分
	交付決定額
	支出済額
	補助金確定額
	補助金返還額

	
	補助事業に要する経費
	消費
税額
	補助金額
	補助事業に要した経費
	消費
税額
	補助金額
	
	

	補助対象経費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	人  件  費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基本給
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	特別手当
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	諸手当
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	社会保険料
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	○○○
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	△△△
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	就業機会確保事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	就業機会開拓事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第７号
○年度　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材

センター事業）費補助金に係る消費税等仕入控除額の確定に伴う
報告書

  　年　 月 　日

　　宮城県知事　○○　○○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住  所

                                                 名  称

                                                 代表者　　          
　このことについて消費税等仕入控除税額が確定しましたので、宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）補助金交付要綱第１２の規定により報告します。
記
補助事業名　宮城県高年齢者労働能力活用事業（市町村シルバー人材センター事業）
	区　　　　分
	金　　　　額

	補助金の額の確定　　
	　　　　　　　　円

	補助金の額の確定時における消費税仕入控除額（Ａ）
	　　　　　　　　円

	消費税等仕入控除額確定額（Ｂ）
	　　　　　　　　円

	補助金返還相当額（Ｂ）－（Ａ）
	　　　　　　　　円


　　　　

